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要旨 
 
2004年の文化財保護法改正により位置づけられた文化的景観を保全するためには、景観を
成立させている生活・生業を維持・継続する動態的な保全・活用が必須である（神吉 2010）。
しかし、文化財保護法の制度の中では、物理的な景観要素の保全にとどまっており、活用面
での支援策が未開発であることが、我が国の文化財行政の課題となっている（井上 2013）。 
一方で近年、観光分野では、地域への滞在日数を増やすことや、地域ブランドの創出など
を主たる目的として、行政区域をまたいだ広域での観光推進が着目されており、観光庁など
でもこれを推進する施策が進められている（観光圏整備法 2008）。また、佐々木（2011）は、
このように広域で観光を推進していくためには、地域独自の自然資源（海、山、川、森など）
や文化的景観、歴史的町並みなどの広域にひろがる文化資源・環境資源を活用することが観
光の持続性につながると述べており、文化的景観の概念は持続的な観光地づくりを進めてい
く観点からも注目されている。 
そこで、本研究では、自治体区域をまたいだ広域で重要文化的景観に選定された、日本で
初めてかつ現時点で唯一の事例として、高知県西部の四万十川流域を研究事例として取り上
げ、選定前後の四万十川流域における広域連携の取組に着目することで、重要文化的景観の
選定が地域の文化環境資源を活かした広域的な観光まちづくりに果たす役割や可能性を明
らかにする。 
具体的には、以下の３点を明らかにする。 
 
１）重要文化的景観の選定プロセスや体制にどのような工夫があれば、観光等の文化的景観
の利活用を含めた動態的保全の取組につながるか 
２) 重要文化的景観の選定が広域的な観光まちづくりの主体形成や価値共有に対して果た
す役割 
３)広域自治体にまたがる自然・文化資源を有する地域が広域的な観光まちづくりを進めて
いくための要件 
 
 本論文は、６章で構成される。第１章では、上述のとおり、研究の背景と目的、既往研究
の整理と論文の構成、調査方法を記した。 
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 第２章では、重要文化的景観の選定以前の四万十川流域の広域連携体制に着目する。四万
十川流域が行政区域をまたいだ広域で重要文化的景観に選定された理由として、「都市の文
化と景観（文化庁 2010）」の中では「選定以前から流域で連携する体制」について言及され
ている。 
 そこで、選定前の中心的動きであった、流域の環境保全の行政施策や計画書等の文献と、
流域連携体制の要の組織である四万十川財団へのヒアリング調査を行った。 
その結果、選定の下地となっている連携体制が生まれた背景と特徴として２点を整理した。
第一に、四万十川流域で行う自然環境保全に関する施策の意思決定を一元的に行える流域市
町村の連携体制や財源が整えられたこと、第二に、河川の水質や生態系の保全に加え、農山
村景観の保全活用や観光・交流地域づくりを視野に入れて制定された条例の存在である。一
方で、当時の連携体制では、流域の環境資源を活用して、実際に事業を行う主体性のある組
織がなかったことがわかった。 
第３章では、四万十川流域の重要文化的景観の選定プロセスに着目し、広域で選定を目指
したことによる特徴を把握するため、文化庁の調査官として関わった I氏と、市町村担当者
として中心的に関わった K氏、地元住民として関わった H氏に対してヒアリング調査を行っ
た。 
その結果、四万十川流域で選定の取り組みは、我が国で「広域にわたって」重要文化的景
観の制度を運用する「日本初のモデルケース」として、調査方法や体制、価値付けの方法に
大きく次の２つの工夫があった。ひとつは、流域５市町村が協力して文化的景観の価値を考
えるため、従前の環境保全のための連携体制に教育委員会等が加わる新たな広域連携組織が
設立されたこと、二つ目は、選定対象地域が広大なため地元住民団体による保存調査への協
力や、各市町村でのシンポジウムが開催されたことである。これにより、行政や文化財調査
の専門機関だけでなく、地元住民も流域の「文化的価値」を考えるきっかけが生まれていた
ことがわかった。 
 この２、３章の状況が、四万十川流域で共通のコンセプトやテーマを持って活動する主体
の形成、あるいは、現在の広域での観光まちづくりに何らかの関係があるのではないかとい
う仮説のもと、選定後の行政主体の活動（４章）と、住民主体の活動（５章）をそれぞれ把
握した。 
 第４章では、行政主体の活動を把握するため、文化財担当者の K氏に対するヒアリング調
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査を行った結果、選定活動の際に、設立された広域連携組織は、選定後も市町村同士の互助
組織及び、広域の文化的景観の活用を主体的に図る組織として機能していることがわかった。
具体的には、文化的景観の保全に関わる基礎情報の整理や、地域に住む人自らが景観につい
て語るしくみとして、来訪者や大学と継続的に交流できる観光プログラムの企画を行ってい
た。 
第５章では、住民主体の活動を把握するため、保存調査に参加した３つの住民団体に対し
てヒアリング調査を行った。その結果、選定活動を通じて知り合った流域市町村の住民によ
って設立された広域連携組織により、広域にひろがる文化的景観の構成要素を活かした観光
イベントが開催されていた。さらに、このイベントを通じて、選定活動に直接関わりのなか
った住民、民間鉄道会社、他県の景観保全団体との連携もはじまり、「文化的景観の活用」
という共通コンセプトによる、広域的な活動のひろがりの実態が明らかになった。 
第６章では、重要文化的景観の選定が観光面に対して及ぼす効果を論じた。広域の観光活
動が持続しない原因は、地域間で共有する理念や目標がないこと（徳山 2013）と言われる。 
四万十川流域では、専門家や行政、地元住民団体という多主体が関わった重要文化的景観の
選定プロセスが、まさに各地域の固有性や地域資源の価値を再認識し、地域間で共有できる
理念の構築に至ったと言えよう。さらに、四万十川財団という広域連携組織が、選定前後か
ら今日に至るまで、一貫して関わり、行政の協議会や市民活動における一元化された事務局
機能を果たしていることで、広域にひろがる文化資源・環境資源を活かした観光まちづくり
活動を支えていることがわかった。 
最後に、我が国の文化財行政に対して、重要文化的景観の選定プロセスに地域の多主体が
関わる機会や、その後の活動の支援制度を整える必要性を提言した。 
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第１章：序論 
1.1研究の背景 
2004年の文化財保護法の一部改正により、地域における人々の生活や生業、地域
の風土により形成された身近な景観に対して文化的な価値付けを行う、新しい文化
財の概念として「文化的景観」が追加された。さらに、文化的景観の中でも、特に
重要なものを保護するための手法として重要文化的景観の選定制度が文化財保護法
に位置づけられた。このような、文化的景観を保全するためには、景観を成立させ
ている生活・生業を維持、継続する動態的な保全・活用が必須であり、文化的景観
を観光まちづくり等の地域づくりに活用していくことが期待されている。（神吉 
2010）。 
しかし、文化財保護法の制度の中では、物理的な景観要素の保全にとどまっており、
活用面での支援策が未開発であることや、文化的景観を地域づくり等へ活用する方
法についての学術的研究が少ないことが、我が国の文化財行政の課題となっている。
（井上 2013） 
一方、我が国の観光分野では、2008年に、観光圏整備法が制定されるなど、地域
への滞在日数を増やすことや、地域ブランドの創出などを主たる目的として、自治
体区域をまたいだ広域的な観光を推進する施策が進められている。このように広域
で観光を推進していく際の要件として、佐々木（2011）は、地域独自の自然資源（海、
山、川、森など）や、文化財、歴史的町並みなどの広域地域にひろがる文化資源・
環境資源を活用することが観光地のブランド形成や、リピーターの獲得につながる
と述べている。 
また、大社(2012)は、諸外国での DMO の取組の研究を通して、我が国で広域的な
観光を進める際も、地域の様々な立場の関係者が参加する推進組織の形成が不可欠
であると提唱しているが、その実態は、地域内の人材不足などから設立に至らない
ケースが多いと指摘している。さらに、徳山（2013）は、このような広域連携組織
は、自治体区域を越えて共有できる理念や目標がなければ、設立されても持続しな
いと指摘しており、これらの指摘内容から、現在の我が国の広域的な観光まちづく
りにおいて、自治体区域をまたいだ広域での「推進主体の形成」や「理念、目標の
共有」が課題の一つになっていると言える。 
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1.2研究の目的 
前節のような研究背景を踏まえ、筆者は、「重要文化的景観の選定制度」は、多分
野の専門家による調査によって地域の文化・環境資源を価値付ける選定プロセスが
あることや、これを保全するための組織をつくることなどが法的に定められている
ことから、広域での重要文化的景観の選定は、複数自治体で広域的な観光まちづく
りを進めるよいきっかけになっているのではないかと考える。 
そこで、本研究では、自治体区域をまたいだ広域で重要文化的景観に選定された、
日本で初めてかつ現時点で唯一の事例として、高知県西部の四万十川流域を研究事
例として取り上げ、選定前後の四万十川流域における広域連携の取組に着目するこ
とで、重要文化的景観の選定が地域の文化環境資源を活かした広域的な観光まちづ
くりに果たす役割や可能性を明らかにする。 
具体的には、以下の３点を明らかにする。 
 
１）重要文化的景観の選定プロセスや体制にどのような工夫があれば、観光等の文
化的景観の利活用を含めた動態的保全の取組につながるか 
２) 重要文化的景観の選定が広域的な観光まちづくりの主体形成や価値共有に対し
て果たす役割 
３)広域自治体にまたがる自然・文化資源を有する地域が広域的な観光まちづくりを
進めていくための要件 
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1.3既往研究の整理 
 (1)文化的景観の概念に関する既往研究 
神吉（2010）によると、2005 年に文化財保護法に導入され施行された「文化的景
観」の定義「地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土により形成され
た景観地（後略）」（第二条五）によって、比較的新しい制度概念として存在して
いる。制度に登場する以前から、国内では，1930 年代頃には地理学分野で辻村太郎
らによる景観の議論が行われ「文化景観」も扱われていた。1950 年代頃からは造園
学等において景勝地等を捉える概念に、景観生態学的な土地利用評価等に、としだ
いに広く用いられるようになったとみえると述べている。 
 
(2)地域づくりにおける文化的景観の概念の意義に関する既往研究 
鈴木 （2014）によると、文化的景観は、文化財のひとつの「カテゴリー」である
一方で、地域づくりための「アプローチ」として活用される二面性を有しており、
地域の持続のために活用された結果として保護されるものだと述べている。 
神吉（2010）は文化的景観の保全を重視した地域づくりの営みを「ただならぬ普
通の再発見」と呼んでおり、日常のうちに普通に営まれてきた生活・生業を通じて
形成された景観を実は個性豊かでかけがえのない「普通」、すなわち、「文化」的
なものだと再認識することから始まると述べている。 
河田（2004）は、文化的景観の維持に果たす「地域住民の役割」の重要性を述べ
ており、文化的景観の保全のための計画づくりとその実施は、住民とともに地域づ
くりに取り組むこととほぼ同義であるとしている。その一方で、現在の我が国の地
域づくりにおける文化的景観概念の欠如を指摘しており、これからの地域づくりで
は、個々の地域資源に着目するのではなく、地域の文化や伝統までをも含んだ文化
的景観概念を導入する必要があると論じている。 
 
(3)重要文化的景観の保護制度を地域が運用する上での課題 
恵谷（2014）は、各文化的景観の本質的価値、つまり全体のストーリーを紡ぐ作
業の担い手が不足している点を課題としてあげている。文化的景観は、様々な専門
家が関わる魅力的な仕組みである半面、それぞれの専門の立場から出された価値を
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統合することが難しい。現状では、各文化的景観の本質的価値が、それぞれの学術
分野から出された価値の集合にとどまっていると指摘している。 
岡本・篠原（2008）は、我が国の重要文化的景観の選定制度において、「文化的
景観が保護されるまでに様々な調整が必要なこと」「市町村がやる気にならないと
保護されないこと」「生活・生業そのものの維持が難しいものがあること」の３つ
の課題を指摘している。 
 
(4)文化的景観を活用した観光の具体的事例に関する研究 
神吉(1999)は、「かつての農村生活で維持されてきた影響関係を景観保全するた
めに必要な管理として、今後は意識的に持続あるいは再生することが必要」である
とし、岡山県津山市における高齢の市民に対する聞き取り調査をもとに、農家の暮
らしと水との関係について考察している。 
横山（2013）は、陶芸の里としての小石原皿山地区、棚田百選に選定された宝珠
山竹地区を取り上げ、文化的景観としての評価を行い、観光対象として活かし、集
客のための方策を提案として、ドイツをはじめヨーロッパ各地に見られる学習道を
応用することを提案している。 
須賀（2015）は「一関本寺の農村景観」を題材に、観光学の立場から文化的景観
の観光開発の意義を積極的に発信し、景観保持の推進と地域振興を両立させる視点、
またそれらの観光素材から知的好奇心を喚起するための「学ぶ観光」を定着化させ
る意義について言及している。 
 
以上から、重要文化的景観の制度は、2005年に導入された比較的新しい概念であ
り、鈴木(2014)が示すように、文化的景観は、地域の持続のために活用された結果
として保護されるという性質を有している。その一方で、文化的景観の活用方法に
関する既往研究は、筆者の探した限りでは大変少なく、また概念レベルの提案に留
まっているものが多い。本研究では、文化的景観の活用面の中でも、特に観光面へ
の具体的な波及効果について着目している点や、広域にわたる文化的景観を研究対
象としている点に新規性があると考えられる。 
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1.4論文の構成と調査の方法 
本論文は、６章で構成される。 
 第１章では、研究の背景と目的、既往研究の整理と論文の構成、調査方法を記し
た。 
 第２章では、重要文化的景観の選定以前の四万十川流域の広域連携体制に着目す
る。四万十川流域が行政区域をまたいだ広域で重要文化的景観に選定された理由と
して、「都市の文化と景観（文化庁 2010）」の中で「選定以前から流域で連携する体
制」について言及されている。そこで、選定前の中心的動きであった、流域の環境
保全の行政施策について記載された文献の調査及び、高知県・流域市町村が策定し
た計画書の内容の整理、流域連携体制の要の組織である四万十川財団へのヒアリン
グ調査から、重要文化的景観の選定の下地となっている連携体制が生まれた背景と、
その特徴を明らかにした。 
第３章では、四万十川流域の重要文化的景観の選定プロセスに着目し、選定に文
化庁の調査官として関わった I 氏と、市町村担当者として中心的に関わった K 氏、
地元住民として関わった H氏に対してヒアリング調査を行うことで、「広域地域を対
象に」選定を目指したこと、また、それが「日本で初めて」であったことにより、
生まれた特徴を明らかにした。 
 次章からは、このような２、３章の状況が、四万十川流域で共通のコンセプトや
テーマを持って活動する主体の形成、あるいは、現在の広域での観光まちづくりに
何らかの関係があるのではないかという仮説のもと、選定後の行政主体の活動（４
章）と、住民主体の活動（５章）をそれぞれ把握する。 
 第４章では、四万十市教育委員会の文化財担当者の K 氏に対するヒアリング調査
を行うことで、行政による文化的景観の広域性を活かした観光まちづくりの発展プ
ロセスが明らかにした。 
第５章では、重要文化的景観の保存調査に参加した３つの住民団体に対してヒア
リング調査を行うことで、住民による文化的景観の広域性を活かした観光まちづく
りの発展プロセスが明らかにした。 
第６章では、２～５章で論じた内容を踏まえ、重要文化的景観の選定が観光面に
対して及ぼす効果について論じた。また、我が国の文化財行政に対する提言をした。 
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図.1-1研究の構成 
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第２章：重要文化的景観の選定以前の広域連携体制の成立背景と
その実態 
2.1はじめに 
 四万十川流域が行政区域をまたいだ広域で重要文化的景観に選定された理由とし
て、「都市に文化と景観（文化庁 2010）」の中では、「選定以前から流域市町村で連
携する体制」について言及されている。また、四万十川流域では、2006年から重要
文化的景観の選定の動きが本格的に始まったとされている。 
そこで、２章では、重要文化的景観への選定の動きが本格的に始まった 2006年以
前から存在していた四万十川流域の市町村（四万十市、四万十町、檮原町、津野町、
中土佐町）における広域連携体制に着目し、重要文化的景観の選定や、その後の広
域的な観光まちづくりにつながる下地となっている流域市町村の広域連携体制が生
まれた背景や経緯と、その特徴を選定前の中心的動きであった、四万十川流域の環
境保全を主たる目的とした行政施策から明らかにした。 
調査の方法は、高知県文化環境共生課が発行する「総合対策のあゆみ」や、高知
県の研究機関である高知県環境研究センターが発行する「環境年表」のレヴューを
行い、また、流域市町村の連携体制の要の組織である「四万十川財団」の事務局長
K 氏と専属職員である T 氏に対する詳細なインタビュー調査、四万十川流域の環境
保全の施策に関する論文や記事等のレヴューを行った。 
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2.2流域市町村が「連携」するに至った要因とその転換期 
流域市町村の環境保全に関する施策の内容や、実施主体を明らかにするために、
高知県文化環境共生課が発行する「総合対策のあゆみ」や、高知県の研究機関であ
る高知県環境研究センターが発行する「環境年表」のレヴューを行い、我が国や高
知県、流域市町村が四万十川流域の環境保全を主たる目的として行ってきた施策の
変遷とその内容を整理した。 
また、流域市町村の連携体制の要の組織である「四万十川財団」の事務局長 K 氏
と専属職員である T 氏に対する詳細なインタビュー調査、四万十川流域の環境保全
の施策に関する論文や記事等から、流域市町村が連携して環境保全に取り組むよう
になった要因とその転換期となったできごとを明らかにした。 
その結果、主に３つの転換期があることがわかった。 
 
⑴1983年：ＮＨＫ特集「土佐･四万十川～清流と魚と人と～」の放送 
⑵1989年：流域住民の清流保全に対する危機意識が高まり 
⑶1995年：「第 1回四万十川サミット」の開催  
 
⑴1983年：ＮＨＫ特集「土佐･四万十川～清流と魚と人と～」の放送 
四万十川の価値や、「流域」としての一体性は、1970年代まで地元住民にも、高知
県や流域自治体にもあまり認識されていなかった。その四万十川が脚光を浴びたの
は、1983年9月12日に全国放送されたＮＨＫ特集「土佐･四万十川～清流と魚と人と
～」が契機であった。このＮＨＫ特集では、四万十川に住む川魚の生態と伝統漁法
を追いながら、人が飲める清流を保ち得た背景が紹介された。そして、番組のなか
でアナウンサーの語った「日本最後の清流 四万十川」という言葉は、四万十川のキ
ャッチフレーズとして、一気に全国に知れ渡ることとなった。翌1984年には、予土
線の江川崎～大正間にトロッコ展望列車「清流四万十号」が走り、四万十川中流に
位置する旧西土佐村などは、観光ブームに沸くこととなった。 
こうして、四万十川の名はブランド力を持つようになり、新たな観光資源として
の役割を担うこととなった。これをきっかけとして、四万十川の「流域」として、
その一体性が社会的に強く意識されるようになった。 
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⑵1989年：流域住民の清流保全に対する危機意識が高まり 
ＮＨＫ特集で四万十川が「最後の清流」としてとりあげてから、四万十川の名前
は全国的に有名になったが、それからしばらくは、積極的に環境を保全していこう
という動きはなかった。 しかしこの間、手つかずの自然を誇っていた四万十川も道
路の改良や、河川の直線化などの工事が進められた。さらに、アユやアオノリの減
少、カゲロウや川原のヨシが異常発生するなど、河川の水質汚染が原因と思われる
現象が顕在化し、流域住民の清流保全に対する危機意識が高まっていった。 
このような状況の中、1989年に高知県が清流を保全し、次代に引き継ぐことを目
的に「高知県清流保全条例」を打ち出し、県内の大きな河川に対して水質汚染防止
の観点から環境保全政策を進めた。 
この条例を基に、翌 1990年には、最下流域にある旧中村市（現在の四万十市）に
おいて「中村市四万十川清流保全条例」が制定され、1991年には、高知県において
「四万十川清流保全計画」を策定し、四万十川の水質汚濁対策に取り組んできた。 
1994年には、旧十和村（現在の四万十市）に産・学・官が協力して実証・研究を
進めてきた自然循環方式水処理技術を活かした水質浄化施設が設置された。これは、
法律により定められた排出基準をはるかに超えた浄化能力を備えており、「四万十川
方式」と名付けられ、全国の水質浄化技術のモデルとなった。 
こうした清流保全の気運が高まる中で、建設省の中でも 1992年に「四万十エコ・ 
リバー研究会」が発足された。ここでは、高知県内の河川工学や動植物、歴史など
各分野の専門家が集まり四万十川の環境や生態系に優しい河川空間と流域開発の方
策について将来のあるべき姿について議論し、出された意見を清流の保全や河川周
辺の工事に反映させており、国も四万十川の清流保全のための対策に動き出してい
た。 
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⑶1995年：「第１回四万十川サミット」の開催 
1992 年６月に開催された地球サミットで採択された 21 世紀に向けた持続可能な
開発を実現するための行動計画として「アジェンダ 21」が策定された。 
そこで、当時の橋本大二郎県知事などを中心として、1993 年４月に国、高知県、
流域市町村の共催で“自然と共生する水系社会の形成を目指して！”をテーマに
「水」「景観」「生態系」「生活文化」「流域の振興」の５つの分野について議論する
「第 1回四万十川サミット」が開催された。 
この四万十川サミットを契機として、水質浄化のみならず、四万十川流域の自然
環境保全・地域振興を総合的に図るために、国、高知県、流域市町村が連携して施
策を進めるための体制が整えられることとなった。 
 以下に、国、高知県、流域市町村で設立された組織について示す。 
 
・建設省内に「四万十川自然環境保全推進協議会」が設立 
建設省では、自然と共生する社会の形成に係る諸施策の検討、調整及び、支援、
推進を行うことを目的とし、1993年に建設省四国地方建設局、愛媛県、高知県及び
四万十川流域 12市町村で構成される「四万十川自然環境保全推進協議会」が建設省
四国地方建設局（現：国土交通省四国整備局）内に設立された。 
 
・高知県内に「四万十対策室」が設立 
高知県では、当時の知事であった橋本大二郎のイニシアティブのもと、従来の縦
割り方式では解決できない四万十川への対策を行う必要性が行政全体で認識され、
1995年に高知県庁の文化環境部内に「四万十川対策室」が設置された。 
 
・流域市町村の広域連携組織「四万十川総合保全機構」が設立 
流域市町村では、四万十川を中心とした河川環境を維持・向上することで流域固
有の文化や歴史を守り、後世に伝えることを目的として 1994年に流域 8市町村（現
在は合併により 5 市町村）の広域連携組織として、各市町村の首長と各市町村の四
万十川担当職員を主な構成員とする「四万十川総合保全機構」が設立された。 
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以上より、流域市町村の連携体制の構築に至る背景には、NHK 特集で四万十川が
「最後の清流」として取り上げられたことにより、「流域」という一体性が社会一般
に認知され、そこに水質や水量、汚染源の除去といった環境の物的側面を結集軸に
流域市町村の間で共通理解が生まれたことが影響していたことがわかった。また、
「持続可能な社会の構築」というテーマが、全世界共通の問題意識として芽生え始
めており、当時の橋本大二郎県知事を中心に分野横断的な政策が進められたことが、
国、高知県、流域市町村が協働して施策を展開するための広域連携組織や、協議会
の設立の要因となったことがわかった。 
 
2.3四万十川流域の環境保全・地域振興の基本方針となる総合計画の策定 
前述した「四万十川総合保全機構」と「四万十対策室」の初仕事として、1996年
に四万十川流域の環境保全・地域振興における基本指針を示す、総合プランである
「清流四万十川総合プラン 21（以下、プランと訳すこともある）」である。 
このプランは、高知県文化行政総合推進会議の四万十川部会（事務局は、四万十
川対策室）が、松本聡（当時、東京大学農学生命科学研究科教授）を会長とする「清
流四万十川総合ブラン 21検討委員会」の提言のもとに策定された。検討委員会には、
学識経験者、関係市町村長、ジャーナリスト、まちづくりコンサルタント、土木関
係者、森林関係者、農業関係者など多分野の関係者が参加した。 
四万十川財団へのヒアリング調査から、このプランの策定によって本格的に四万
十川流域が連携体制を築いていったことがわかった。そこでまず、このプランにつ
いて書かれた文献や 1996 年当時、高知県より発行された「清流四万十総合プラン
21」の計画書の内容レヴューから、どのような想いでプラン策定したのか、また、
政策的位置づけや概要を整理した上で、プランを総合的な視点から俯瞰し、計画内
容の傾向や特徴を把握した。 
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2.3.1高知県四万十対策室の「清流四万十総合プラン 21」策定への想い 
四万十川対策室が環境部内に設置されたことで、関係者からは、規制的な性格を
もった組織ととられがちであった。そのため、プラン策定にあたった対策室担当者
は、高知県庁内の関係部暑に「このプランは、従来の保全ザ一辺倒のものではなく、
流域住民の生活向上、インフラ整備、情報化を含めて、保全と振興の両面を進めて
いくものだ」と説明してまわり、理解されるまでに多くの時間を費やしたという。
「ふつう、こういった『プラン』というのは、つくるだけで疲れ果ててしまい、実
施の段階では、担当者も変わってしまって、結局実施に至らないことが多いですよ
ね。それではいけない、ということで１年間という短期決戦でつくってしまいまし
た。それでも、今の知事（当時の橋本大二郎知事）でなければできなかったでしょ
うね。最後には『これでいく』ということで、トップダウンで決定されました」。 
このプランは、科学的に立証されていなくても、古老たちによって語り伝えられ
てきた川と人との関わりについての伝統的な智恵をよりどころにして組み立てたと
いう。（以上、当時の四万十川対策室談 20％クラブ先進事例集 HPより引用） 
このように、「清流四万十総合プラン 21」は当時の県知事であった橋本大二郎の
イニシアティブのもと、従来の保全のみを重視した流域圏の政策とは、一線を画す
かたちで策定されたものであることがわかった。 
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2.3.2「清流四万十総合プラン 21」の政策的位置づけと概要の整理 
次に、「清流四万十総合プラン 21」の政策的位置づけとして、「既存計画との関係」、
「対象とした地域」、「実施期間」、「財源」について整理を行った。（表.2-1） 
このプランの特に着目するべき点として、水質問題から、自然景観や生態系の保
全まで分野横断的な課題を設定し、将来像を 2020年という長期的な視点をもって策
定された点と、独自財源として「四万十基金」を活用している点が挙げられる。ま
た、このプランは四万十川流域全体の保全・振興を図る総合指針の理念として、「循
環」、「予防」、「調和」の３つを設定している。 具体的には、表.2-2の通りである。
この理念に基づき、具体的な施策として、32 の小項目に沿って 94 の施策が構想さ
れている。このように、「様々な分野からの取り組み」と「予防的視点を強調」して
いること、「開発と保全の両方（調和）」を掲げ、その実現方策を明記している点が
「清流四万十川総合プラン 21」の特徴であると考えられる。 
 
表.2-1「清流四万十総合プラン 21」の政策的位置づけ 
 
 
表.2-2「清流四万十総合プラン 21」の理念 
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2.3.3 総合的な視点から俯瞰した「清流四万十川総合プラン 21」の計画内容
の傾向と特徴 
 前節で述べたプランの具体的な施策内容である 32の小項目に沿って 94 の施策に
ついて、総合的な視点から俯瞰して計画内容の傾向や、特徴を把握する。そのため
に、計画書に書かれた 32の小項目をその施策の意図に従って、 
「水質、生態系」、「自然環境、森林保全」、「生活文化遺産、景観保全」、「地域振興」 
「観光・交流の促進」の５つの分類軸によって分類した。また、四万十川独自の取
り組みや四万十川発の新たな取り組みとして書かれている施策については、「全国の
モデルとして行う取り組み」として分類した。（図.2-2） 
 この作業により、「清流四万十総合プラン 21」の計画内容の傾向や特徴を総合的
な視点から把握した。 
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プランの内容の傾向と特徴として、「全国のモデルとして行う取り組み」と、「５
つの分類軸」の２つに分けて整理した。 
(1)「全国のモデルとして行う取り組み」の傾向と特徴 
流域の条例の制定や四万十憲章、水辺利用統一ルールづくりなど四万十川流域で共
通の規則や、価値認識の形成を図る施策に力をいれていたことが読み取れる。実際
に 2001 年に四万十川条例が制定された。（詳細は後述する）また、自然循環方式水
処理技術の「四万十方式」の導入や、のり面を自然景観や生態系に配慮して緑化す
る工法である「木の香る道事業」など、自然環境保全に関わる最先端の技術が積極
的に導入されている。 
 
(2)５つの分類軸による傾向と特徴 
まず、河川水量の問題、水質汚濁負荷対策、修景対策、合意形成(情報発信)対策、
環境保全のためのしくみづくり、人と川の関わり創出、生活文化の保全、観光等産
業振興、資源循環対策、調査・研究等の推進など５つの分類に満遍なく施策が展開
されていることが読み取れる。「地域振興」の中では、川とのふれあう機会の創出
やこどもの教育の場として水辺利用など、川と関わりを持った生活を推進している
のが特徴である。また、四万十川の特徴的な「生活文化遺産」として、沈下橋の保
全が位置づけられており、2000年にはプランの指針に沿って「沈下橋の保存方針」
が策定されている。 
 
以上から、「清流四万十総合プラン 21」は、５つの分類軸に満遍なく配慮されてお
り、また、計画内容のいくつかは、実際に行われていることから、実行力のあるプ
ランとしての特徴があることがわかった。 
次節では、このプランの趣旨を踏まえ、条例という形により、環境をテーマにし
た魅力ある地域づくり、誇りある地域づくりを一層進めるために制定された「高知
県四万十川の保全及び流域の振興に関する基本条例（通称：四万十川条例）の内容
について要点を整理することでその特徴を把握する。 
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2.3.4四万十川条例の要点の整理と特徴  
高知県四万十川の保全及び流域の振興に関する基本条例（通称：四万十川条例）
の要点を整理した。まお、条例の対象地域は、高知県内の流域８市町村における区
域である。 
①基本原則  
「予防」、「循環」、「共生」、「固有」、「参加」を基本原則として掲げている。  
 
②重点地域の指定  
四万十川と一体的な生態系・景観を形成している地域など、保全のための方策を
重点的に行う「重点地域」として以下の４つの地区に区分を行い指定し、四万十川
の保全と流域の振興を図ることとしている。  
 
表.2-3「重点地域」の内容 
 
 
 
 
 
 
③清流基準  
目指すべき四万十川の望ましい姿として、 などの環境基準のほかに、清流度、窒
素、燐、 水生生物による新たな清流保全目標を設定すると している。現在、県の
環境研究センターが四万十 川独自の環境基準として考案した清流度（水平方 向の
透明度）と生物指標が設定され、流域の中高 校生や住民たちが定期的に調査を行っ
ている。  
 
④野生動植物の保全  
流域内において、希少種や固有種などの野生動 植物を故意に捕獲、殺傷、採取、
損傷することを規制するとしている。  
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⑤生活文化財産の保全 
 沈下橋や伝統漁法、棚田等について、生活文化財産として指定し、保全を図ると
している。  
 
⑥環境配慮指針 
 県営事業や市町村などへの補助事業を対象とし、 計画から施工、管理の各段階
に生態系や景観への配慮を義務づける指針の策定を条例に明記しており、2004 年８
月にこの指針が策定された。 その基本的な考え方は、「ミティゲーション」の 導入
である。ミティゲーションとは生態系や景観 への影響を軽減するために、事業の計
画立案の段階から回避、最小化、修正、低減、代償という視点を取り入れることで
ある。そして、配慮すべき６項目を以下のように定めている。  
Ⅰ自然の浄化機能、 Ⅱ水辺林、 Ⅲ重要な動植物、 Ⅳ農林水産業、 Ⅴ文化や景
観、 Ⅵ地域間交流である。  
 
⑦目標指標  
条例の進行管理を行うための具体的目標をできる限り数値化するとしており、現
在、「生態系及び景観の保全」、「生活・文化・歴史の豊かさの確保」を大きな柱とし
て、指標の項目、項目ごとの現状の数値、目標とする年度・数値などを設定してい
る。 
 
以上より、四万十川条例は、水質や生態系の保全はもちろん、農山村景観の保全
活用や、観光交流地域づくりをも視野に入れて制定されたことがわかった。 
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2.4四万十川流域の環境保全を主たる目的とした広域連携体制の実態 
四万十川財団へのヒアリング調査から、重要文化的景観の選定以前の 2006年の段
階における広域連携体制の実態を明らかにした。（図.2-3、図.2-4） 
流域市町村の首長を主な構成員とする「四万十川総合保全機構」が四万十川流域
で行う自然環境保全に関する施策の意思決定を一元的に行えるようになっており、
決定された施策は、流域市町村や「四万十川財団」が管理する「四万十川基金」を
財源として実行される。「四万十川財団」は流域市町村をフラットにつなぐ組織とし
て「四万十川総合保全機構」の事務局を務めているほか、四万十川流域の住民や事
業者が参加する連絡会の事務局も担当しており、四万十川流域の広域連携体制の要
の組織となっている。 
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図.2-3四万十川流域の環境保全を主たる目的とした広域連携体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.2-4四万十川流域の環境保全を主たる目的とした広域連携組織の活動内容 
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2.5小結 
重要文化的景観への選定の動きが本格的に始まった 2006 年以前から存在してい
た四万十川流域の市町村（四万十市、四万十町、檮原町、津野町、中土佐町）にお
ける広域連携体制に着目し、重要文化的景観の選定や、その後の広域的な観光まち
づくりにつながる下地となっている流域市町村の広域連携体制が生まれた背景や経
緯と、その特徴を選定前の中心的動きであった、四万十川流域の環境保全を主たる
目的とした行政施策からその特徴を明らかにした。(図.2-5) 
その結果、選定の下地となっている連携体制が生まれた背景と特徴として２点を
整理した。第一に、四万十川流域で行う自然環境保全に関する施策の意思決定を一
元的に行える流域市町村の連携体制や財源が整えられたこと、第二に、河川の水質
や生態系の保全に加え、農山村景観の保全活用や観光・交流地域づくりを視野に入
れて制定された条例の存在である。一方で、当時の連携体制では、流域の環境資源
を活用して、実際に事業を行う主体性のある組織がなかったことがわかった。 
 
 
図.2-5重要文化的景観の選定以前の広域連携体制の成立背景 
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第３章：広域で重要文化的景観の選定を目指したことによる選定
プロセスの工夫点や特徴 
 
3.1はじめに 
３章では、四万十川流域の重要文化的景観の選定プロセスに着目し、行政区域を
またいだ「広域を対象」に重要文化的景観の選定を目指したこと、また、それが「日
本で初めて」の選定事例であったことにより、生まれた特徴を明らかにした。 
まず、文化庁発行の文献から、重要文化的の選定制度とその選定プロセスを５つ
段階に分けて整理した。 
次に、四万十川流域の重要文化的景観の選定プロセスに文化庁の調査官として関
わった担当者の I 氏と、選定準備から選定申出まで流域市町村の担当者として中心
的に関わった四万十市教育委員会の K 氏、地元住民として保存調査に参加した H 氏
に対してヒアリング調査を行い、四万十川流域の重要文化的景観の選定プロセスを
詳細に把握し、その特徴を明らかにした。 
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3.2重要文化的景観の選定制度の概要  
重要文化的景観の選定制度は、2005年４月１日の文化財保護法の改正により始ま
った制度であり、比較的新しい文化財保護の手法であるといえる。文化的景観とは
「地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土により形成された景観地で
我が国民の生活又は生業の理解のため欠くことのできないもの(文化財保護法第２
条第1項5号)」と定義されている。さらに、文化的景観の中でも文化財としての価値
から、特に重要なものについては、都道府県又は市町村の申出に基づき「重要文化
的景観」として国から選定される。地域が文化的景観を保護していく時、「選定」
を目的とする場合には、まずは、景観法に基づく景観計画を策定して、景観計画区
域や景観地区を設け、その中に文化的景観を位置づけなければならない。（図.3-1）
また、申出をする意思は、市町村や都道府県などの地元である「地域」にあり、地
域自らこの景観を保護したいときに、国に対して申出を行う。 
このような特性から、文化的景観選定制度は、従来の文化財保護法の中でも、地
域に主体性のある文化財制度であるといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.3-1 重要文化的景観の保護対象地域のイメージ 
（「魅力ある風景を未来へ」 文化庁偏 2013より引用） 
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3.2.1重要文化的景観の選定基準 
文化的景観を重要文化的景観として選定する場合の基準は、表.3-1の通りである。 
選定の対象とする景観地については、都市、その近郊や農山漁村のいずれに所在す
るかは問わないとしている。また、文化的景観は、長い間にわたり、人と自然との
関わりの中で育まれた景勝地で、我が国民の生活や生業の歴史における価値が高い
ものであり、手つかずの自然環境は対象としないものとされている。（「文化的景観
ハンドブック」文化庁文化財部記念物課偏 2015） 
このように重要文化的景観では、地域の人々が自らの生活や生業のあり方を土地
に刻みつけることによって、長い時間が経つうちに形作られた「原風景」ともいう
べき独特の風景を守るための制度であるといえる。 
 
表.3-1重要文化的景観の選定基準（「魅力ある風景を未来へ」 文化庁偏 2013より引用） 
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3.2.2重要文化的景観の選定までの一般的なプロセス 
一般的に重要文化的景観の選定手続き及びそのプロセスとその内容は、次のよう
な４つのプロセスが考えられる。（「文化的景観ハンドブック」文化庁文化財部記念
物課偏 2015より一部引用） 
（１）選定に向けた準備 
（２）保存調査の実施 
（３）保存計画の策定 
（４）関係者との合意形成 
 
 
このような選定プロセスを経て、文部科学大臣に承認されることで、重要文化的
景観に選定される。（図.3-2） 
 
 
図.3-2 一般的な重要文化的景観の選定プロセス 
（文化的景観保護ハンドブック 文化庁文化財記念物課編 2015の内容を基に、筆者自ら作成） 
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次にそれぞれのプロセスにおいて実施されるべき主な内容を以下に記す。 
 
【選定に向けた準備】 
文化庁の調査官より、都道府県又は市町村に対して勉強会等が行われる。 
 
【保存調査の実施】 
保存調査の目的は、文化的景観の成り立ちと「価値」を把握し、広く共有できる
よう表現することである。特に、価値を有する景観の特徴的なまとまりである「景
観単位」及び「構成要素」を把握する。保存調査は、「自然」「歴史」「生活又は生業」
の３つの観点を念頭に置き、調査項目、内容を検討の上、実施する。（表.3-2） 
 
表.3-2保存調査の策定・取りまとめにおける調査の観点 
（文化的景観保護ハンドブック 文化庁文化財記念物課編 2015の内容を基に、筆者自ら作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【保存計画の策定】 
文化的景観保存計画は、文化的景観を保護する主体である地方公共団体が、保存
調査を前提に文化的景観の保存に関する基本方針等を取りまとめて策定するもので
ある。検討・策定プロセスを通して、取り組みの周知・共有を徹底すること、地域
の生活又は生業を営む主体としての地域住民等がどのように保護に関わっていくこ
とができるかを、参加を得ながら検討することが重要であるとされている。 
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【関係者との合意形成】 
所有者をはじめ、関係者間の合意形成は重要文化的景観の選定の申出の際に必須
なる。また、文化的景観が①景観計画による景観計画区域内、または、②都市計画
定める景観地区内のいずれかに位置づけられ、文化的景観の保存のための措置が講
じられていることが必要になっている。 
 
以上より、重要文化的景観に選定されるまでの一般的なプロセスを４つの段階に
分けて整理した。 
 次節では、四万十川流域の重要文化的景観の選定プロセスについて、上述した５
つの段階に沿って整理することで、その特徴を把握する。 
 
3.3四万十川流域における重要文化的景観の選定プロセスの特徴 
 四万十川流域の重要文化的景観の選定プロセスに文化庁の調査官として関わった
担当者の I 氏と、選定準備から選定申出まで流域市町村の担当者として中心的に関
わった四万十市教育委員会の K 氏、地元住民として保存調査に参加した H 氏に対し
てヒアリング調査を行うことで、四万十川流域の重要文化的景観の選定プロセスを
詳細に把握した。そして、まず、四万十川流域がそもそも重要文化的景観の選定を
目指すに至った背景を整理し、次に、前節で整理した５つの段階毎に、文化的景観
の調査方法や、体制づくり、価値付けの方法など、選定を目指して行われた取り組
みを整理することで、行政区域をまたいだ「広域を対象」に選定を目指したこと、
また、それが「日本で初めて」の選定事例であったことにより、生まれた特徴を明
らかにした。 
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3.3.1四万十川流域が重要文化的景観の選定を目指すに至る背景 
高知県及び流域５市町村（四万十市、四万十町、梼原町、津野町、中土佐町）で
重要文化的景観の選定の話が持ち上がったのは 2005年頃である。通常、重要文化的
景観の選定を目指す場合、申出をする意思は、市町村や都道府県などの地元である
「地域」にあり、地域自ら保護したい文化的景観を国に対して申出を行う。しかし、
四万十川流域の場合は、まず、文化庁から高知県清流環境課（現在は環境共生課）、
清流環境課から四万十川総合保全機構（前章で論じた流域５市町村の環境保全地域
振興を主目的とした流域連携組織）に話が伝えられた。なぜ、環境部門の担当者に
話が持ちかけられたのか、また、文化財課ではなく環境部門の担当者に話が持ちか
けられたのか。そこには文化庁の想いが大きく関係していた。 
当時、文化庁は、既に日本で前例のあった１ヶ所から見渡すことができるような
文化的景観を対象にした選定を目指すのではなく、自然的条件に沿って広域にひろ
がる文化的景観に対して、重要文化的景観の選定制度を試してみたいという想いが
あった。しかし、重要文化的景観の制度が運用されて間もない時期であったため、
文化庁は、奈良文化財研究所1に対して、文化的景観の基礎的概念や、調査方法、価
値評価、保存計画、整備・活用に関する基礎的・実践的な検討をおこなうとともに、
そのモデルケースを提示することを念頭に置き、特定地域を対象としたフィールド
調査を進めることを依頼した。そこで対象地として選択されたのが、四万十川流域
であった。四万十川流域をフィールド調査の対象とした理由は、①四万十川流域と
いう広域を対象としているため多種多様な要素が複合しており、調査手法や価値評
価、保存計画など様々なパターンの検討ができること、②四万十川の保全に関する
取り組みの実績が豊富にあり、また、2003年に文化庁より報告された「農林水産業
に関連する文化的景観の保護に関する調査研究」において、四万十川が重要地域に
選択されたことにより、地元自治体内で四万十川流域の重要文化的景観選定を目指
す機運が高まっており、文化財保護行政と連動した調査研究が可能だったことが挙
げられている。（奈良文化財研究所 2011「四万十川流域文化的景観研究（奈良文化
財研究所学報第 89冊）」） 
                                            
1奈良文化財研究所は独立行政法人国立文化財機構の一部門であり、我が国を中心に文化財を総合的に研究するた
めの機関である。 
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また、一般的に重要文化的景観の景観条例の策定には、単独市町村の場合でも煩
雑な調整が必要であり、多くの時間を要するが、四万十川流域では、既に策定され
ていた「高知県四万十川の保全及び流域の振興に関する基本条例（通称：四万十川
条例）」をベースに景観条例を策定することで、比較的スムーズに選定が可能である
と考えられていた。 
このように、四万十川流域がモデルケースとして指定されたのは、流域市町村が
連携して環境保全に取り組んできた実績が評価されたためであり、そのため、文化
財課ではなく、高知県の清流環境課（現在は環境共生課）や、四万十川総合保全機
構に重要文化的景観の選定を目指す旨が伝えられたことがわかった。そして、四万
十川流域の重要文化的景観の選定に向けた動きが始まったのは、今後、我が国の広
域にひろがる文化的景観に対して、重要文化的景観の制度を運用する際のモデルケ
ースとして文化庁に指定されたことが直接的要因であることが明らかになった。 
 
3.3.2重要文化的景観の選定プロセスの４つの段階毎の特徴 
 
⑴「選定に向けた準備」における特徴 
高知県の文化財課と流域５市町村の教育委員会が文化庁からの補助金の受け皿と
して話がかかり、四万十川流域で重要文化的景観の選定を目指す本格的な取り組み
が始まった。 
まず、文化庁から高知県・流域 5市町村に対して文化的景観に関する勉強会（2006
年 4 月～7 月）が行われ、高知県・流域 5 市町村は、文化的景観の調査に関わる資
料を奈良文化財研究所に提供を行った。 
しかし、四万十市の教育委員会 K 氏によると「重要文化的景観は新しい制度で中
山間地域に価値付けすることだということはぼんやりと分かっていたけれど、実際
に制度をどう動かしていくのかはわかっていなかった。今までの文化財の制度では、
基本的には変えないようにコントロールすることや、凍結に近い保存をやっていた
ため、人が生活している場所を対象にする文化的景観はどのようにコントロールし
ていけばよいのかは、この時点では奈良文化財研究所も含め、誰もわかっていなか
った」と当時の状況を話しており、この時点では、四万十川流域の文化的景観を保
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全・活用していく方法は、模索段階であったといえる。 
また、流域５市町村（四万十市、四万十町、梼原町、津野町、中土佐町）の教育
委員会の職員が文化的景観の担当者とて選定に携わることとなったが、文化財の専
門知識を要する職員は、四万十市教育委員会の K 氏のみであったことが流域全体で
調査を進めていく上での課題とされていた。 
一方で、奈良文化財研究所は、四万十川流域を総体とした価値を捉えることを第
一の目標とし、造園学や建築学、都市計画、農村計画 などの様々な分野のメンバー
により、現地での実測調査やヒアリング調査、既存資料の分析等が独自に実施され
ていた。しかし、奈良文化財研究所の中でも、広域にひろがる文化的景観に対して、
どのように価値付けを行い、保全活用していくかについては、具体的なアイデアは
なかったという。 
 
⑵「保存調査の実施」における特徴 
・「四万十川流域文化的景観連絡協議会」の設立 
前述した通り、流域５市町村で文化財の専門知識を要する職員は、四万十市教育
委員会の K氏のみであったため、今後、文化財の調査を行うにあたり、流域５市町
村で連携して行うことができるような体制をつくりたいという考えがあった。また
同時に、連携体制を整えることで選定後の保全活用についても、流域５市町村で意
思疎通しながら運用していきたいという想いがあった。そこで、流域５市町村（四
万十川担当課の課長、教育委員会）、高知県（清流環境課、文化財課、都市計画課
等）、事務局（四万十川財団）、オブザーバー（奈良文化財研究所）で構成される
広域連携組織である「四万十川流域文化的景観連絡協議会（以下、協議会と訳すこ
ともある）」が設立された。 
当時、四万十川財団は、県から１名が職員として在籍し、他の専属職員２名を加
えた３名体制で運営されており、「四万十川総合保全機構」と「四万十川流域文化
的景観連絡協議会（以下、景観協議会と訳すこともある）」の双方の事務局を担当
した。即ち、人的に県が関わる独立した組織が調整役となって全体を俯瞰し、流域
５市町間はフラットな関係で連携をしていく構造となっており、２章で述べた、従
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前からあった流域連携体制をベースとして、実質的に一元的なマネジメント体制が
築かれることとなった。（図.3-3） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.3-3重要文化的景観の選定を目指す流域連携体制図 
 
この協議会の大きな特徴としては、四万十川総合保全機構にも参加する流域５市
町村の四万十川担当課の課長クラスの職員が「景観協議会」にも参加したことであ
る。町を動かす立場の課長が協議会に参加したことで、重要文化的景観の制度を文
化財の価値付けのための制度だけとしてではなく、制度をどう活かして町を動かす
かという、文化的景観の活用面に関する協議が活発に行われることとなった。 
また、「景観協議会」ができたことにより、高知県の清流環境課は「四万十川条
例」をどう景観計画に位置づけるかを流域 5市町村に対してサポートする役割を、
高知県の文化財課は文化庁の補助事業の進め方や、保存調査の方法を流域５市町村
に対してサポートするというそれぞれの関係者の間で役割を分担することができる
ようになった。 
このように、選定に対するそれぞれの市町村の思惑はあるかもしれないが、流域
５市町村が話し合いながら、協力して保存調査や計画策定を進めていくことができ
る場を設けたことでようやく、「文化的景観とは何か」を担当職員が考えるように
なったと K氏は述べている。 
 
 39 
・「保存調査」の実施 
保存調査は、表.3-3のような体制で進められた。当初は、保存調査チームの中に
文化財の専門コンサルタントは、奈良文化財研究所のみが参加する予定であった。
しかし、調査対象が、四万十川流域の源流から河口までの約 36､000haと広大であっ
たため、「日本建築家協会高知地域会」「NPO四万十 WORKS」といった文化財の専門
コンサルタントにも調査が依頼された。また、元々地域で文化財や景観保全に関わ
る活動を行っていた地元の住民団体である「NPO四万十 ART」「NPO さわやか津野」
「NPOナイスリバープロジェクト」などが調査に協力している。（表.3-4） 
これらの保存調査チームによって、四万十川流域の文化的景観の重要な構成要素
である「沈下橋」や「茶堂」の測量や、各集落に住む住民の景観認知の把握など重
要文化的景観の選定に向けた主要な調査がすべて行われた。 
四万十川流域の保存調査における特徴は、その調査範囲が広大であることから生
じる関係者の多さであったといえる。文化財の研究機関だけではなく、行政から住
民団体まで、流域５市町村が一丸となって調査を行った。また、保存調査チームに
参加した担当者はもちろん、流域にある各集落を保存調査チームが訪れた際には、
その集落に住む住民も調査や、情報提供に協力したため、このような間接的に調査
に関わった住民も含めれば、かなりの人数が重要文化的景観の選定に関わったと推
測できる。 
表.3-3重要文化的景観の選定を目指す保存調査チーム 
 
 
 
 
表.3-4保存調査チームに参加した住民団体 
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⑶「文化的景観保存計画の策定」における特徴 
四万十川流域の文化的景観の価値をどのように検討し、どのように文化的景観保
存計画の策定に反映されたかについては、「奈良文化財研究所学報 2011、第 89冊」
に詳しい。そのため、ここでは選定後に文化的景観を活用していく際に重要となる
「暮らしの中に根付いた生業によって形成される文化的景観」への価値付けと「広
域にひろがる文化的景観」への価値付けという２つの課題に対して、検討された内
容を述べる。 
 
・「暮らしの中に根付いた生業によって形成される文化的景観への価値付け」 
例えば、宇治市の「宇治の文化的景観」のように、茶業という「特徴的な生業」
によって顕在化する文化的景観については、一般にその文化的価値が比較的わかり
やすい。しかし、四万十川流域には、「一つ一つの生業は小さいがそれが多様に存
在すること」によって顕在化する文化的景観が多く存在していた。四万十川流域が
重要文化的景観に選定される際は、このような暮らしの中に根付いた生業によって
形成される文化的景観に対しても文化的価値付けがなされた。しかし、このような
文化的景観は、一般的に価値が認知されにくいため、そこに暮らす住民が価値を理
解できないことや、観光利用がしづらいことが課題となっていた。(図.3-4) 
 
 
 
 
 
 
 
図.3-4四万十川流域の代表的文化的景観と宇治の代表的文化的景観の比較  
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・「広域にひろがる文化的景観への価値付け」 
四万十川流域は、広域にわたるため、自然条件に応じて地域的なまとまりが生じ
るが、それでも、下記に示したように、上・中・下流域において「流域を通底する
システム」や「システムの連鎖的変化」に着目し、分析することで、四万十川流域
という広域にわたる文化的景観を一体のものとして読み解き、価値付けがされた。 
（図.3-5、図.3-6、図.3-7） 
①地形・地質を基礎に考えると、四万十川流域は、明らかに上・中・下流域に区分
される。ただ、同時に、四万十川流域の地形は、川に対して横断的な交通の発達を
うながした。その結果、上・中・下 流域は、それぞれに別個のまとまりを有しなが
らも、相似形を描くような生活圏を作り出している。  
②緩勾配の区域が長距離に渡る水系上の特質ゆえに、生態系の連続性と河川交通の
及ぶ範囲が広域にわたっている。それゆえに、上・中・下流域は、直接的な連関を
必ずしも持たなくとも、間接的に結ばれてきた。  
③この間接的な関連性は、生活・生業に大きな 変化が訪れたとき、顕在化する。変
化のプロセスを流域全体で見たとき、上・中・下流域間に連鎖的な変化が起こるこ
とが見て取れる。（奈良文化財研究所学報 2011、第 89冊、pp.7-17） 
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図.3-5四万十川流域の区域特性と流域の変化（恵谷(2012)より引用） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.3-6「四万十川流域の文化的景観」全覧図（奈良文化財財団 HPより引用） 
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図.3-7四万十川流域における重要文化的景観の選定範囲 
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(4)「関係者との合意形成」における特徴 
 日本で初めての広域地域を対象とした重要文化的景観の選定であったため、選定
が決まる直前に流域４町で（四万十市では、行政の都合上シンポジウムは開催され
なかった）「重要文化的景観国選定記念シンポジウム」が開催された。(表.3-5) 
 このシンポジウムの運営には、保存調査チームが主体的に参加し、各地域に参加
を呼びかけたことで、回を増すごとに参加者数が増えていった。 
 
表.3-5重要文化的景観国選定記念シンポジウムの概要 
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3.4広域で重要文化的景観の選定を目指したことにより生まれた特徴 
 前節の調査結果を踏まえて、四万十川流域の重要文化的景観の選定プロセスにお
いて、広域での選定を目指したことにより生まれた特徴を整理する。 
そのために、横軸に、特徴が生まれた要因として考えられる「日本で初めて」「広
域を対象に」「四万十川特有」の３つの要因をとり、縦軸に重要文化的景観の一般
的な選定プロセスである５段階の内、前節で四万十川流域特有の特徴が見られなか
った「選定申請書の作成」を除く４つの段階をとり、それぞれの段階で生まれた特
徴を整理した。(図.3-8、図.3-9) 
 その結果、四万十川流域での重要文化的景観の選定の取り組みは、「広域にわた
って」重要文化的景観の制度を運用する「日本初のモデルケース」として大きく２
つの特徴が見られた。 
ひとつは、流域市町村が協力して文化的景観の価値を考えるため、従前の環境保
全を主たる目的とした広域連携体制である「四万十川総合保全機構」「四万十川財
団」に加え、教育委員会を中心とする新たな広域連携組織である「四万十川流域文
化的景観連絡協議会」が設立されたことである。 
二つ目は、選定対象地域が広大なため、地元住民団体による保存調査への協力や、
各市町村での選定記念シンポジウムが開催されたことである。これにより、行政や
文化財調査の専門機関だけではなく、地元住民も流域の「文化的価値」を考えるき
っかけが生まれていたことがわかった。 
 
次章以降では、２章で論じた環境保全を主たる目的とした広域連携体制に加え、
新たに流域の「文化的価値」を考えるきっかけとなった選定プロセスを経たことで、
四万十川流域で共通のコンセプトやテーマを持って活動する主体の形成、あるいは、
現在の広域での観光まちづくりに何らかの関係があるのではないかという仮説のも
と、選定後の行政主体の活動を４章で、住民主体の活動を５章で、それぞれ研究す
る。 
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図.3-8広域で重要文化的景観を目指したことにより選定プロセスの中で生まれた特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.3-9選定以前の広域連携体制と選定プロセスの中で設立された組織との関係 
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第４章：行政による文化的景観の保全活用を意図した観光まちづ
くりの発展プロセス 
 
4.1はじめに 
４章では、２章で論じた環境保全を主たる目的とした広域連携体制に加え、３章
で論じた、新たに流域の「文化的価値」を考えるきっかけとなった重要文化的景観
の選定プロセスを経たことで、四万十川流域で共通のコンセプトやテーマを持って
活動する主体の形成、あるいは、現在の広域での観光まちづくりに何らかの関係が
あるのではないかという仮説のもと、行政主体の活動を把握する。 
そのためにまず、３章で述べた重要文化的景観の選定プロセスの中で設立された
広域連携組織である「四万十川流域重要文化的景観連絡協議会」に対して、現在の
活動状況を把握するためのプレヒアリング調査を行った。 
その結果、文化的景観の保全活用を意図した、観光プログラムを行っている状況
を確認することができた。 
そこで、４章では、四万十川流域の文化財担当者のである K 氏へのヒアリング調
査から行政主体で行う観光まちづくり活動に着目し、取り組むに至った経緯やねら
いと、行政主体で運営することで生まれる特徴及び課題、広域的な重要文化的景観
をどのように企画に結び付けているのかを明らかにする。 
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4.2行政が文化的景観を保全活用していく上での課題と指針の解明 
重要文化的景観の選定後、行政が文化的景観の保全活用を図る上でどのような課
題が存在していたのかを把握するため、四万十川流域の文化財担当者のK氏に対し、
ヒアリング調査を行った。その結果「日本で初めのモデルケース」として選定され
たことで生じた課題と、「流域で一体的に」文化的景観を保全活用する上での課題の
大きく２つに整理することができた。 
また、３章で重要文化的景観の選定プロセスの中で「暮らしの中に根付いた生業
によって形成される文化的景観」と「広域にひろがる文化的景観」に対して価値付
けがされたことが特徴であると述べた。このような特徴を持った四万十川流域の文
化的景観を保全活用していくために、行政の中でどのような指針が考えられていた
のかを明らかにした。 
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4.2.1四万十川流域で文化的景観を保全活用していく上での課題 
 
・「日本で初めのモデルケース」として選定されたことで生じた課題 
四万十流域での重要文化的景観の選定に向けた取り組みは、国のモデルケースと
してスタートしたため、地域の中で十分な準備を経て選定活動が始まったわけでは
なかった。流域が連携しての自然環境の保全活用への取り組みは、２章で論じたよ
うに一定の蓄積があった。しかし、流域が連携しての文化財への取り組みの蓄積は、
浅い地域であった。広域での選定を急ぎ足で駆け抜けたため、選定地域に暮らす人々
の文化的景観に対する理解や、行政等の文化的景観保護制度への理解、価値を活か
した流域連携の進め方等は、選定を追いかける形で検討することとなった。 
 
・「流域で一体的に」文化的景観を保全活用する上での課題 
四万十川流域での流域連携にとって最も大きな課題は、長期的に文化的景観に関
わる担当者が少ないことであった。流域５市町における文化的景観への期待は、そ
れぞれ少しずつ異なっていることに加えて、行政の職員は人事異動等で短い期間に
担当者が入れ替わるため、文化的景観の理解や、制度運用の手続き、流域での連携
事業等で歩調を合わせるのが難しいと考えられていた。特に、文化的景観の概念の
理解や、各市町村の文化的景観の特質の理解には、多くの時間が必要になると考え
られていた。 
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4.4.2四万十川流域で文化的景観の保全活用していく上での指針の解明 
 
・暮らしに根付いた文化的景観を保全するために 
 
【地域に住む人自らが景観について語るしくみづくり】 
文化的景観を地域が語るしくみづくりである。文化的景観を良くしていくために
は、その景観に暮らす人たちがその価値について十分に認識することが必要である。
地域の暮らしに根ざした文化的景観は、その景観の中に住む人にとっては、あまり
にも身近で日常的に見慣れた景観であるため、その価値に気付きにくい。そのため
に、住民や行政が文化的景観について考える機会を増やし、自らの暮らす景観につ
いて語り始めることが文化的景観の保全活用の第一歩であると考えられていた。 
 
【文化的景観の保全に関わる基礎情報の整理】 
今後、長期にわたり文化的景観の保全活用を行っていくためには、各地域の文化
的景観を読み解くための基礎情報を整理しておくことが重要であると考えられてい
た。四万十川流域の文化的景観は、自然環境の良さが文化的景観の大きなベースと
なっている。しかし、その環境に対する適切なアプローチの検討には、「景観協議
会」の中に基礎情報が不足しており、文化的価値の検討と合わせ、自然環境に関す
る継続的な調査や、チャレンジによって蓄積いこうと考えられていた。 
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・広域にひろがる文化的景観を保全するために 
 
【流域市町村が相互に助け合う仕組みづくり】 
四万十川流域では、各市町村の中に長期的に文化的景観に関わる担当者が少ない
ことが課題であった。そこで、流域相互で助け合う体制をつくり、各市町の担当者
だけで大きな課題を抱えるのではなく、流域という単位で互助できるような仕組み
をつくろうと考えられていた。そのため、重要文化的景観の選定を目指すために設
立された流域５市町村の広域連携組織である「四万十川流域文化的景観連絡協議会」
を選定後も一部メンバーを入れ替え、存続させていた。 
 
【大学との連携促進】 
文化的景観を保全していくためには、幅広い専門分野からの多角的な専門知識が
必要であるが、四万十川流域には大学がなく、研究機関からのアドバイスが受けづ
らかった。そのため、大学との継続的な関係性をつくり、研究者や学生などが四万
十川をフィールドに文化的景観に関わる研究を進めていきやすい、環境をつくりた
いと考えられていた。 
 
以上より、行政が文化的景観を保全活用していく上での課題と、それを解決しなが
ら文化的景観を保全活用していく上での指針を解明した。 
次節では、このような指針をもとに実際に行政が主体となって文化的景観の保全
活用を意図して行った取り組みを把握する。 
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4.3行政主体で行われた文化的景観の保全活用を意図して行われた取り組み 
 行政が実際に行ってきた文化的景観の保全活用を意図した取り組みを把握するた
めに、四万十川流域の文化財担当者の K 氏へのヒアリング調査及び、重要文化的景
観の選定後に各市町村で策定された文化的景観の整備活用計画のレヴューを行い、
内容を整理した。（表.4-1）このとき、文化的景観の物理的要素の修繕（ハード面の
整備）は、除いた。 
その結果、流域５市町村共通で実施された取り組みと各市町村が独自に行ってい
る取り組みがあることがわかった。このような取り組みの中でも、本研究の研究視
点である、観光まちづくりの観点を持った取り組みとして、流域５市町村が連携し
て行う「四万十川流域５市町村連携学生キャンプ」の取り組みと四万十市教育委員
会が行う「くろそん手帖手書き散歩」の２つの事例を抽出した。 
 そこで、次章以降では、この二つの取り組みを事例として取り上げ、文化的景観
を保全活用しながら、観光まちづくりの取り組みに展開する方法や考え方について
四万十川流域の文化財担当者の K氏へのヒアリング調査をもとに分析する。 
 
表.4-1 行政が選定後に行った文化的景観の保全活用を意図した取り組み 
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4.4 「くろそん手帖手書き散歩」の実態と取り組みが実現できた要因の解明 
4.4.1 「くろそん手帖手書き散歩」の内容整理 
「くろそん手帖手描き散歩」とは、後述する「くろそん手帖」いう地図を用いな
がら、「しまんと黒尊むら」の住民が中心となって、ガイドを行うツアーである。
ツアー内容は、黒尊川流域の散歩から川遊び、稲刈り、紙漉き等地元では日常的な
暮らしの一部を体験する内容である。(表.4-2) 
運営主体に文化財の専門家や、生態学の専門家が入っていることが特徴である。 
 
表.4-2 「くろそん手帖手書き散歩」の活動内容整理 
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4.4.2「くろそん手帖手書き散歩」の取り組みに至る背景 
文化的景観の構成要素を載せた観光客向けの地図を製作するために、2010年に黒
尊川の最下流「口屋内集落」にある「口屋内小学校」と連携し、地図製作ワークシ
ョップが行われた。質の高い地図を製作するため、地元の生態学者やデザイナーも
加えて、小学生と協働で黒尊川流域の住民への聞き取り調査などを含む10ヶ月の長
期ワークショップを行い、地図が製作された。(図.4-1) 
この取り組みをきっかけに、黒尊川流域で従前から地域づくりの活動を行ってい
た、住民組織「しまんと黒尊むら」と出会い、翌年から黒尊川流域をフィールドに、
文化的景観を活用した観光まちづくりを行うこととなった。なお、住民組織「しま
んと黒尊むら」は、2006年に高知県の四万十川条例による「共生モデル地区」に指
定されたことで黒尊川流域にある４つの集落の住民によって設立され、「山と川のグ
ループ」、「地域活性化グループ」、「歴史と文化のグループ」の３つのグループに分
かれ、地域づくりを行っている組織である。 
 
以上から、四万十川流域における文化的景観の保全活用を意図した観光まちづく
りは、既に４つの集落の住民により地域づくりを行っていた「しまんと黒尊むら」
の活動を下地として、そこに重要文化的景観の選定に関わった文化財担当者のK氏を
中心に、生態学者やデザイナーが加わったことから始まったことがわかった。 
また、「しまんと黒尊むら」の代表のY氏は、高知県から「共生モデル地区」に指
定されるまで黒尊川流域の４つの集落が協働して地域づくりに取り組む機会はなか
ったと話しており、黒尊川流域ですぐに観光に取りくむことができたのは、既に集
落同士が協働する活動の存在があったことが大きかったと考えられる。 
  
図.4-1「口屋内小学校」とのワークショップで作成された地図 
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4.4.3「くろそん手帖手書き散歩」における文化的景観の保全活用方法 
四万十川流域の文化財担当者のK氏へのヒアリング調査から「くろそん手帖手書き
散歩」における文化的景観の保全活用方法には、「文化的景観の本質的価値を表象
するテナガエビの生態調査」「地域に住む人自らが景観について語るツールの作成」
「住民と観光客の継続的交流が生まれる観光プログラムの実施」という大きく３つ
のステップにわけることができるとわかった。以下に、３つのステップごとに内容
を整理した。 
 
 
 
 
 
 
 
図.4-2「くろそん手帖手書き散歩」における文化的景観の保全活用方法の考え方 
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①文化的景観の本質的価値を表象するテナガエビの生態調査 
テナガエビは、四万十川では一般的食材として知られる甲殻類で、子供の遊びか
ら大人の小さな収入源まで多様な関わりがある生物で、「エビ筒」と呼ばれるしか
けを使った伝統的な漁法が今でも流域で用いられており、夏場を中心として川の浅
瀬に筒が連なって仕掛けられている様子を随所で見ることができる。(図.4-3) 
2008年に四万十市で策定された文化的景観の保存調査報告書の中では、「目の前
の川でテナガエビなどを採って食べることができる状態こそが文化的景観の本質的
価値を表象するものである」という整理がなされている。しかし、近年このテナガ
エビの漁獲量が減少していることが地域の中で認識され始めており、現在の生業等
を維持するために、生態調査を行うこととなった。この調査を通じて徐々に黒尊川
のテナガエビの生態について明らかになりつつあり、調査に参加する「しまんと黒
尊むら」の地元住民の経験的なテナガエビの知識と専門家を通じた科学的な知識が
結び付けられて、学術的な成果以外の効果も生まれている。また、調査の結果は、
山下、川村、田辺 (2013)「黒尊川流域におけるテナガエビ２種の動態 -重要文化的
景観のなかで-日本生態学会」としてもまとめられている。 
 
 
 
 
 
 
図.4-3「エビ筒」による伝統漁法の風景 
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②地域に住む人自らが景観について語るツールの作成 
上述した文化的景観の保全のために行う、生態調査を通じて得られた成果や、発
見を活かしながら、地図製作や観光コンテンツづくりが行われた。地図製作におい
て留意されたのは、地域のデザイナーに制作当初から深く関わってもらい、完成品
の質を高めることで、地元住民や観光客の手にとってもらえる地図にしようと考え
たこと、また、住民が景観を語るためのツールとして使用できるようにしたことで
ある。黒尊川流域の地図は、「くろそん手帖」という名前で完成した。（図.4-4）
「くろそん手帖」は延長31kmの黒尊川を２ｍの蛇腹折りにおさめた白地図をベース
にしている。これは訪れる人がその時の記録を書き込むことで捨てられない地図に
することを狙いとしており、時期や目的ごとのコンテンツについては、別にＡ４サ
イズの資料を制作して配布されている。（図.4-5）コンテンツと地図を分離させた
ことで、地図には余白が生まれ、コンテンツは旬のものに絞って情報提供ができる
ように工夫がされている。 
 
 
 
 
 
 
図.4-4 製作された「くろそん手帖」 
 
 
 
 
 
 
 
図.4-5 生態調査の結果を活かして製作された観光コンテンツ 
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③住民と観光客の継続的交流が生まれる観光プログラムの実施  
この「くろそん手帖」を使って、「くろそん手帖手描き散歩」というツアーが年
間５回ほど実施されている。（図.4-6、図.4-7）ツアー内容は、黒尊川流域の散歩
から川遊び、稲刈り、紙漉き等地元では日常的な暮らしの一部を体験する内容であ
る。このツアーは参加者数を20名程度と少数に設定することで、住民と参加者との
関係をつくり、住民が地域の景観を語る機会を増やすことを目的としている。現在
参加者20名の内訳は、概ねリピーターが半分、新規参加者が半分で年齢も２歳児か
ら80代まで多様である。ツアーを通じて地域外の参加者との関係も少しずつ育ちつ
つあるという。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.4-6 「くろそん手帖手書き 
散歩」のパンフレット 
 
表.4-3 「くろそん手帖手書き散歩」の 
実績 
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4.5 「四万十川流域５市町村連携学生キャンプ」の実態と取り組みが実現で
きた要因の解明 
4.5.1「四万十川流域５市町村連携学生キャンプ」の内容整理 
 「四万十川流域５市町村連携学生キャンプ」は、全国の学部も専門分野も異なる
大学生約20名を流域５市町村で受け入れ、四万十川流域の重要文化的景観を活かし
た新たな観光プログラムを考える３泊４日の交流キャンプである。（表.4-4、図.4-7） 
 2013年から毎年開催され、現在までに３回行われている。学生キャンプの流れと
しては、まず、参加大学生が「フィールドワーク」を行い、地元住民との意見交換
や、地域に向けた観光プランを考え、その後「シンポジウム」で学生が考えた観光
プログラムを地域に向け提案を行うという流れになっている。 
また、運営主体は、重要文化的景観の選定プロセスの中で、設立された広域連携
組織である「四万十川流域文化的景観連絡協議会」と事務局である「四万十川財団」
を中心として運営されている。その中でも、流域５市町村の教育委員会が企画運営
の中心的役割を担っている。（図.4-7） 
 
表.4-4「四万十川流域５市町村連携学生キャンプ」の内容整理 
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図.4-9「四万十川流域５市町村連携キャンプ」の運営体制 
図.4-7「四万十川流域５市町村連携 
学生キャンプ（2014）」のパンフレット 
図.4-8 学生による提案内容の例 
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4.5.2「四万十川流域５市町村連携学生キャンプ」の取り組みに至る背景 
4.3.2で論じたように、流域にとって最も大きな課題は長期的に文化的景観に関わ
る担当者が少ないことであった。また、四万十川流域で文化財の専門知識を持った
担当者は四万十市教育委員会のK氏のみであることから、流域が相互に助け合う体制
が模索されていた。そこで、各市町村の文化財の専門知識を持たない職員が、継続
的に自らの地域の景観を語る機会をつくることで、文化的景観について考える時間
を増やし、流域一体での文化的景観の保全する機運を高めることが目指された。ま
た、文化的景観を地域が扱うには、歴史学・民俗学・生態学・都市計画など様々な
分野の視点と専門的知識が必要であることが、選定後の運用を通じて、痛感され始
めたが、四万十川流域には、大学が存在しなかった。そこで、地域外の専門家に継
続的に四万十川流域に関わってもらえるようなしくみを考えたことで「学生キャン
プ」の企画は生まれた。 
 
4.5.3「四万十川流域５市町村連携学生キャンプ」における文化的景観の保全
活用方法 
四万十川流域の文化財担当者のK氏へのヒアリング調査から「四万十川流域５市町
村連携学生キャンプ」における文化的景観の保全活用方法には、「来歴から現在の
景観の必然性を読み取る調査」「行政の担当者が四万十川の景観について語るツー
ルの作成」「行政と大学の継続的交流が生まれる観光プログラムの実施」という大
きく３つのステップにわけることができるとわかった。以下に、３つのステップご
とに内容を整理した。(図.4-10) 
 
 
 
 
 
 
図.4-10「学生キャンプ」における文化的景観の保全活用方法の考え方 
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①来歴から現在の景観の必然性を読み取る調査 
行政と専門家が協働で、その年に行う「学生キャンプ」の対象地域について、農
地や林地、水利システムの成り立ち、地形・気候、生活・生業などの来歴から、現
在の景観の成立条件を読み取る調査を行う。 
 
②行政の担当者が四万十川の景観について語るツールの作成 
その調査結果をもとに、文化的景観の基礎情報の整理として、また、学生への事
前課題として、景観の来歴のカルテや、資源カードを製作し、学生への事前課題と
して配布する。(図.4-11、図.4-12) 
 
③行政と大学の継続的交流が生まれる観光プログラムの実施 
「学生キャンプ」の中で、そのカルテや、資源カードを用いて行政職員が学生に
対して地域の景観を語る機会をつくる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.4-11景観の来歴カルテ 
 
 
図.4-12景観資源カード 
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4.6小結 
重要文化的景観の選定活動の際に、設立された広域連携組織である「四万十川流
域文化的景観連絡協議会」は、選定後も市町村同士の互助組織及び、広域の文化的
景観の活用を主体的に図る組織として機能していることがわかった。  
具体的には、文化的景観の保全に関わる基礎情報の整理や、地元住民や、文化財
の専門知識を持たない行政職員が自らの住む地域景観について語るしくみとして、
来訪者や大学と継続的交流できる観光プログラムの企画を行っていた。(図.4-13） 
 
 
 
図.4-13行政による文化的景観の広域性を活かした観光まちづくりの発展プロセス 
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第５章：住民による文化的景観の広域性を活かした観光まちづく
りの発展プロセス 
 
5.1はじめに 
 ５章では、２章で論じた環境保全を主たる目的とした広域連携体制に加え、３章
で論じた、新たに流域の「文化的価値」を考えるきっかけとなった重要文化的景観
の選定プロセスを経たことで、四万十川流域で共通のコンセプトやテーマを持って
活動する主体の形成、あるいは、現在の広域での観光まちづくりに何らかの関係が
あるのではないかという仮説のもと、住民主体の活動を把握する。 
そのために、まず、３章で述べた重要文化的景観の保存調査に参加した地元住民で
構成される NPO 団体に対して選定後の活動状況を把握するためのプレヒアリングを
行った。その結果、重要文化的に選定された後、住民同士の広域連携組織の設立や、
広域にひろがる文化的景観の構成要素を活かした観光イベントを開催している状況
を確認することができた。 
そこで、５章では観光イベントを主催する広域連携組織の代表である H 氏へのヒ
アリング調査やイベントのパンフレットやホームページのレヴューをもとに、活動
が広域に展開するプロセスを詳細に把握した。 
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5.2 保存調査に参加した住民団体の選定後の活動内容把握 
「地元住民で構成の NPO 団体が重要文化的景観の選定に向けた保存調査に参加し
たことで、選定後の活動に影響があるのではないか」という仮説のもと、３章で扱
った保存調査に参加した地元住民で構成される NPO団体である「NPO四万十 ART」「NPO
さわやか津野」「NPOナイスリバープロジェクト」の３団体に対して、選定後の住民
活動に変化があるのかを明らかにするためにヒアリング調査を実施した。(表.5-1、
表.5-2) 
その結果、2009年に重要文化的景観に選定された後、従前から行っていた住民活
動に加えて、保存調査に参加した住民団体が中心となって住民同士の広域連携組織
である「四万十遺産ネットワークス」を設立し、流域５市町村と隣県の愛媛県鬼北
町の広域地域で行う「四万十街道ひなまつり」という観光まちづくりイベントを行
っていることがわかった。 
そこでまず、ヒアリング調査から明らかとなった「四万十街道ひなまつり」の概
要と「四万十遺産ネットワークス」がメンバー構成、設立経緯について論じる。 
 
表.5-1保存調査に参加した地元住民で構成の NPO団体 
 
 
 
 
表.5-2保存調査に参加した地元住民で構成の NPO団体の概要 
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5.2.1「四万十街道ひなまつり」の概要 
「四万十街道ひなまつり」は 2009年に重要文化的景観に選定されたことをきっか
けにはじまったイベントである。（図.5-1）開催地域は、重要文化的景観地域である
流域４町（四万十町、梼原町、津野町、中土佐町）の全域と四万十市「江川崎」、四
万十川の支流「広見川」が流れる隣県の愛媛県鬼北町「下鍵山」で、毎年２月～４
月にかけて行われる。（図.5-2） 
その目的は、来場者に文化的景観を楽しんでもらうことにあり、重要文化的景観
の重要な構成要素として選定された、沈下橋や茶堂、家屋を始め、広域地域のひな
人形の展示が行われる。ひな人形の展示は、「四万十川流域遺産ネットワークス」の
所属メンバーが飾る以外にも、それぞれの集落や地区の住民や商店など関わる人が
それぞれ思い思いのスタイルで飾られる。ひな人形も伝統的なものや、地域発案の
もの、古瓦や石に描かれたおひなさま、保育園児や小学生が作成したものなど様々
である。（図.5-3） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.5-1「四万十街道ひなまつり」のパンフレット(2012年、2015年) 
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図.5-2「四万十街道ひなまつり」の開催地域（丸で囲われた地域に展示されている） 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.5-3「四万十街道ひなまつり」の展示風景 
 
5.2.2「四万十遺産ネットワークス」のメンバー構成 
四万十川流域の各市町村の住民で構成された広域連携組織である「四万十遺産ネ
ットワークス」は、「四万十街道ひなまつり」の運営を主な目的として設立された。
そのメンバーは、四万十町を拠点にする「NPO四万十 ART」、梼原町を拠点にする「ART
梼原」、津野町を拠点にする「NPOさわやか津野」、中土佐町を拠点にする「NPOナイ
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スリバープロジェクト」、愛媛県鬼北町を拠点にする「明星ヶ丘いきいき会」で構成
されている。 
選定に向けた保存調査に参加した「NPO 四万十 ART」「NPO さわやか津野」「NPO ナ
イスリバープロジェクト」に加え、梼原町の教育委員会として選定に関わっていた
職員が退職後に設立した「ART梼原」と四万十街道ひなまつりの活動を行うために、
新しく設立された、鬼北町の住民団体「明星ヶ丘いきいき会」が 2011年にメンバー
に参加している。（図.5-4） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.5-4「四万十遺産ネットワークス」に所属する住民団体の拠点地域 
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5.2.3「四万十遺産ネットワークス」の設立経緯 
2008 年と 2009 年に四万十市を除く流域４市町村で重要文化的景観国選定記念シ
ンポジウムが行われた。（表.5-3）シンポジウムは回を増すごとに参加者数が増え、
当時まち全体が盛り上がりをみせたという。その際に、各シンポジウムの運営に中
心的に関わっていた「NPO四万十 ART」の林氏がそれぞれのシンポジウムの中で「お
互い手を取り合って地域の文化的景観を譲り、伝えていく努力を一緒にしてみませ
んか？」と各市町村の住民団体に声をかけたことがきっかけとなり、2009年に「四
万十遺産ネットワークス」は設立された。なお、四万十市では、行政の都合上シン
ポジウムは開催されなかった。 
表.5-3全国初５市町村連携重要文化的景観国選定記念シンポジウム実施概要 
 
 
 
以上より、「四万十遺産ネットワークス」により、運営される「四万十街道ひなま
つり」は広域にひろがる文化的景観の重要な構成要素を活かしたイベントであるこ
とがわかった。また、活動をはじめるきっかけは、それぞれの地域で保存調査に関
わった住民が、選定を記念して行われたシンポジウムで出会ったことに起因してお
り、選定プロセスに参加したことが、選定後の文化的景観の活用の動きにつながっ
ていることがわかった。 
そこで、次節では、「四万十街道ひなまつり」の活動を始めるに至った経緯やねら
いと、どのように活動が広域地域に波及していったのかを明らかにする。 
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5.3「四万十街道ひなまつり」の発起人の想いと広域地域への波及プロセス 
「四万十街道ひなまつり」に至った経緯や想いと、どのように活動が広域地域に
波及していったのかを明らかにするため、「四万十街道ひなまつり」の発起人である
四万十 ARTの H氏に対してヒアリング調査を行った。 
 
5.3.1「四万十街道ひなまつり」に至った経緯や想い 
H 氏は、長い間奈良県で暮らしており、四万十町に U ターン帰郷した時、かつて
は当たり前に思って深くその価値を認識していなかったふるさとの四万十川や山々
の自然に触れ、「こんなに素晴らしい場所で育ったのだ」と強く感じたという。 
その一方で、町に活気がなくない、かつてと比べて人の往来も少なく、寂れてい
くばかりのように感じられた。そこで、「皆で力を合わせてもう一度元気な郷土を見
たい、子どもたちに元気な大正を伝えていきたい」と思い、「私たちにも何かできる
ことがあるかもしれない」と考えるようになり、思いの同じ仲間 14 人と、2006 年
に NPO四万十 ARTを立ち上げた。 
 そして、四万十町郷土資料館の委託管理を受け、現在、重要文化的景観の重要な
構成要素でもある、国登録有形文化財旧門脇家住宅や、重要文化財旧竹内家住宅の
開け閉めや清掃、学集会を重ね、地域の人々と共に様々な地域活動を行うようにな
ったという。 
また、重要文化的景観の保存調査のため、四万十川流域５市町村の各集落や地区
を訪問し、調査活動を行ったという。その際に H 氏によると「それまで足を運ぶこ
とのなかった地域を訪れ、各地域の良さを発見したとともに、地元の人々が調査に
協力してくれるようになり、そこから交流も生まれてきた」と述べている。 
そのような活動を通して、四万十川流域の文化的景観を活かした活動を何かでき
ないかと考えるようになり、2007年に NPO四万十 ARTの活動として、委託管理を受
けていた旧竹内家住宅に一組のひな人形を飾ったことが、その後の「四十川街道ひ
なまつり」の活動のきっかけとなったという。 
 
以上より、「四万十街道ひなまつり」は元々、H氏個人の故郷への想いから始まって
いることがわかった。また、選定活動に関わったことで、他地域の住民との交流や
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魅力の発見につながっていることがわかった。 
そこで、次章では、H 氏が個人として始めたひな人形の展示活動が、どのように
広域に発展していくプロセスを明らかにするため、H氏へのヒアリング調査及び、H
氏が所有していたパンフレット（2008年～2015年分）の内容レヴュー、ひな人形の
出展者のホームページのレヴューを行った。 
 
5.3.2「四万十街道ひなまつり」の広域地域への波及プロセス 
 「四万十街道ひなまつり」の広域地域への波及プロセスを視覚的に表すため、「2007
年」「2008 年」「2009 年」「2010 年」「2011～2015 年」５つの開催年度ごとにひな人
形が展示される集落または、地区を地図上にプロットした。また、展示範囲広がっ
た要因や、その年イベントの状況、財源など H 氏へのヒアリング調査からわかる範
囲で明らかにした。 
 
【2007年の展示範囲】 
四万十 ART が当時行っていた地域活動の一環として、委託管理を受けていた四万
十町郷土資料館に一組のひな人形を飾っていた。 
 
【2008年の展示範囲】 
国登録有形文化財旧門脇家住宅や、重要文化財旧竹内家住宅を中心に個人から借
り受けたひな人形を飾っていた。また、選定に向けた保存調査活動で知り合った住
民や商店にひなまつりを飾ってもらうように呼びかけ、四万十町全域と梼原町「松
原」まで展示範囲が拡大する。このときはポスター作成費用 40万円も自分たちで働
いたお金で捻出し、まったくの手作りのイベントであった。この時の来訪者数は、
記帳していただいた人でわずか 725人であった。 
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【2009年の展示範囲】 
重要文化的景観国選定記念シンポジウムで調査に関わった各市町村の住民グループ
に呼びかけたことで、それぞれ住民グループが拠点とする集落や地区である「梼原」
「永野」「宮野々」で展示が始まる。さらに津野町の「NPOさわやか津野」と中土佐
町「NPO ナイスリバープロジェクト」がそれぞれ、調査活動を通して知り合った集
落の住民にひなまつりへの参加を呼びかけ、展示範囲は四万十川中・上流域全域に
拡大する。この年から広域連携組織である「四万十川流域遺産ネットワークス」の
名前でイベントを主催するようになり、ポスターやパンフレットの作成費用は４町
（四万十町、梼原町、津野町、中土佐町）の教育委員会がそれぞれ 1/4 ずつ助成す
るようになる。また、イベント名を「第 1 回四万十街道ひなまつり」として開催す
るようになる。「四万十街道」は水運を介した流通・往来の盛んな頃の四万十川やそ
の流域の交流を街道に見立てて名づけられた。 
 
【2010年の展示範囲】 
 中土佐町の海岸部にある漁村の町「久礼」でも重要文化的景観の追加選定の動き
がはじまったことでひなまつりへの参加申出があり、「久礼」「上ノ加江」「矢井賀」
の海岸部の町にも展示範囲拡大する。（中土佐町久礼は 2011 年に「久礼の港と漁師
町の景観」の名称で国選定された）また、今までひなまつりに参加していなかった
四万十町「江川崎」からも参加の申出があり、この年から初めて流域５市町村での
開催となった。 
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【2011年～2015年の展示範囲】 
 2011年には、四万十川の支流である広見川が流れる愛媛県鬼北町からも協力の申
出があり展示範囲に「下鍵山」が加わる。また、「下鍵山」でひなまつりを主催する
「明星ヶ丘いきいき会」も「四万十川流域遺産ネットワークス」に参加するように
なり、鬼北町の教育委員会からも経費が助成されるようになる。 
また、広報は「四万十川流域遺産ネットワークス」が各市町村のアンテナショップ
や、JR四国などに協力をお願いするようになり、特に JR四国では岡山駅や高松駅、
土讃線、予土線の各駅へポスターの掲示、パンフレットの配布、ひな人形の展示な
どイベントに積極的に参加している。 
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図.5-5「四万十街道ひなまつり」展示範囲の変遷 
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以上より、展示範囲が広域に展開するプロセスは、大きく４つの展開プロセスがあ
ることがわかった。 
 
①保存調査活動を契機とするプロセス 
重要文化的景観の保存活動調査で H氏が各市町村の集落または、地区を訪れた際に、
ひなまつり展示への参加を呼びかけて広域に展開する。 
 
②選定記念シンポジウムを契機とするプロセス 
重要文化的景観の選定記念シンポジウムの際に H 氏と各市町村で選定プロセスに関
わっていた住民や行政職員に対して H 氏ひなまつり展示への参加を呼びかけて広域
に展開する。 
 
③H氏以外の住民の呼びかけを契機とするプロセス 
選定プロセスに関わったH氏以外の住民が自分の市町村で参加を呼びかけたことで
広域に展開する。 
 
④選定に関わりのなかった団体からの依頼を契機とするプロセス 
「四万十街道ひなまつり」の活動の規模が大きくなってきた時に、選定に関わりの
なかった団体から参加の申出があり広域に展開する。 
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5.4「四万十街道ひなまつり」以外の観光活動への波及 
5.4.1重要文化的景観選定地域で採れた産品の物産展の開催 
2009年から「四万十遺産ネットワークス」と高知市内のはりやま橋商店街が協働
して、重要文化的景観選定地域で採れた産品の物産展の開催していた。そこでは、
文化的景観の紹介パネルの展示や、文化的景観の研究者を集めて講演会などが行わ
れた。また、その物産展では平戸市や山都町、佐渡市など他県の景観保全団体とも
協働で出展が行われており、文化的景観の活用をテーマとした新しい連携が生まれ
ていることがわかった。 
 
5.4.2住民が文化的景観の解説を行う車窓ガイドの取り組み 
2011年から、「四万十遺産ネットワークス」と JR四国が協働して、トロッコ列車の
ガイドを住民が引き受け、文化的景観の解説を行う車窓ガイドの取り組みが始まっ
ていたことがわかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図.5-6物産展のパンフレット 
図.5-7車窓ガイドの様子 
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5.5小結 
重要文化的景観の選定活動を通じて知り合った流域市町村の住民によって設立さ
れた広域連携組織により、広域にひろがる文化的景観の構成要素を活かした観光イ
ベントが開催されていた。さらに、このイベントを通じて、選定活動に直接関わり
のなかった住民、民間鉄道会社、他県の景観保全団体との連携もはじまり、「文化的
景観の活用」という共通コンセプトによる、広域的な活動のひろがりの実態が明ら
かになった。 
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第６章：結論 
6.1本研究のまとめ 
本研究の総括として第１章から第５章まとめる。 
 
第１章では、研究の背景と目的、既往研究の整理と論文の構成、調査方法を記し
た。 
第２章では、重要文化的景観の選定以前の四万十川流域の広域連携体制に着目し
た。四万十川流域が行政区域をまたいだ広域で重要文化的景観に選定された理由と
して、「都市の文化と景観（文化庁 2010）」の中では「選定以前から流域で連携する
体制」について言及されている。 
 そこで、選定前の中心的動きであった、流域の環境保全の行政施策や計画書等の
文献と、流域連携体制の要の組織である四万十川財団へのヒアリング調査を行った。 
 その結果、選定の下地となっている連携体制が生まれた背景と特徴として２点を
整理した。第一に、四万十川流域で行う自然環境保全に関する施策の意思決定を一
元的に行える流域市町村の連携体制や財源が整えられたこと、第二に、河川の水質
や生態系の保全に加え、農山村景観の保全活用や観光・交流地域づくりを視野に入
れて制定された条例の存在である。一方で、当時の連携体制では、流域の環境資源
を活用して、実際に事業を行う主体性のある組織がなかったことがわかった。 
第３章では、四万十川流域の重要文化的景観の選定プロセスに着目し、広域で選
定を目指したことによる特徴を把握するため、文化庁の調査官として関わった I 氏
と、市町村担当者として中心的に関わった K 氏、地元住民として関わった H 氏に対
してヒアリング調査を行った。 
その結果、四万十川流域で選定の取り組みは、我が国で「広域にわたって」重要
文化的景観の制度を運用する「日本初のモデルケース」として、調査方法や体制、
価値付けの方法に大きく次の２つの工夫があった。ひとつは、流域５市町村が協力
して文化的景観の価値を考えるため、従前の環境保全のための連携体制に教育委員
会等が加わる新たな広域連携組織が設立されたこと、二つ目は、選定対象地域が広
大なため地元住民団体による保存調査への協力や、各市町村でのシンポジウムが開
催されたことである。これにより、行政や文化財調査の専門機関だけでなく、地元
住民も流域の「文化的価値」を考えるきっかけが生まれていたことがわかった。 
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 この２、３章の状況が、四万十川流域で共通のコンセプトやテーマを持って活動
する主体の形成、あるいは、現在の広域での観光まちづくりに何らかの関係がある
のではないかという仮説のもと、選定後の行政主体の活動（４章）と、住民主体の
活動（５章）をそれぞれ把握した。 
 第４章では、行政主体の活動を把握するため、文化財担当者の K 氏に対するヒア
リング調査を行った結果、選定活動の際に、設立された広域連携組織は、選定後も
市町村同士の互助組織及び、広域の文化的景観の活用を主体的に図る組織として機
能していることがわかった。具体的には、文化的景観の保全に関わる基礎情報の整
理や、地域に住む人自らが景観について語るしくみとして、来訪者や大学と継続的
に交流できる観光プログラムの企画を行っていた。 
第５章では、住民主体の活動を把握するため、保存調査に参加した３つの住民団
体に対してヒアリング調査を行った。その結果、選定活動を通じて知り合った流域
市町村の住民によって設立された広域連携組織により、広域にひろがる文化的景観
の構成要素を活かした観光イベントが開催されていた。さらに、このイベントを通
じて、選定活動に直接関わりのなかった住民、民間鉄道会社、他県の景観保全団体
との連携もはじまり、「文化的景観の活用」という共通コンセプトによる、広域的な
活動のひろがりの実態が明らかになった。 
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6.2 考察と重要文化的景観の選定が広域的な観光まちづくりに果たす役割や
可能性 
 
最後に、２～５章の調査で明らかになったことを総括し、  
 
⑴重要文化的景観の選定プロセスや体制にどのような工夫があれば、観光等の活用
の取組につながるか 
 四万十川流域では重要文化的景観の選定以前から、河川の水質や生態系の保全に
加え、農山村景観の保全活用や観光・交流地域づくりを視野に入れて策定された「清
流四万十総合プラン 21」や、このプランの趣旨を踏まえて制定された「四万十川条
例」などにより、四万十川流域の自然・文化資源は保全されてきた。また、流域自
治体や、住民団体の広域連携による自然環境保全の取組も積極的に行われてきた。 
このように選定以前から四万十川流域の自然・文化資源の保全の取組を行ってき
た課長クラスの職員や、自然環境保全、文化財など様々な立場・分野の行政職員、
多分野の専門家、テーマを持って活動してきた地元住民組織など、地域の多主体が
保存調査やシンポジウムに関わった重要文化的景観の選定プロセスが、選定後に地
域の文化環境資源を活用して観光まちづくりに取組む「主体の形成」につながった
と言えよう。 
具体的には、選定プロセスの中で設立された行政主体の組織である「文化的景観
連絡協議会」は、文化的景観の保存計画の中で本質的価値を表象する動植物として
位置づけられた生態学的調査や、集落の中で伝承されてきた瀬淵の名称や食文化を
活かして観光コンテンツをつくり、それに基づき、住民自身が来訪者に対して自ら
暮らす景観の価値を語る仕組みをつくることで、文化的景観を動態的に保全する試
みを行っていた。 
同様に、選定プロセスの中で設立された住民主体の組織である「四万十遺産ネッ
トワークス」は、文化的景観の保存計画の中で公的に価値付けられた景観資源を引
き立てるために、選定区域を中心にひな人形を飾る取組を複数市町村の住民団体が
連携して行っていた。また、この取組を行うほとんどの住民は、文化的景観を保全
するために行っているのではなく、自分の住む地域が好きだからという理由や、た
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だ単に楽しくて活動に参加している住民も多い。このように住民が主体となって文
化的景観の保全に取組む際には、自分たちの無理のない範囲で活動を行っていくこ
とが持続的に活動を行っていく上で重要であると考えられる。だが一方で、活動の
推進役には、選定プロセスに深く関わった住民や、選定時には行政の立場で関わっ
ていた職員が退職後に住民として参加しリーダーシップを取ることで、文化的景観
の知識を持たない住民に対して景観の魅力を伝えることや、来訪者に対して一貫し
たコンセプトで見せることが可能となっていると考えられる。 
 
以上より、我が国の文化財行政が課題として掲げていた文化的景観の利活用も含
めた動態的保全を推進する方策として、選定後の主体形成につながることを意識し
て、重要文化的景観の選定プロセスに地域の多主体が関わる機会をつくる等の支援
策を整えることを提言する。特に、企画系の業務を担当できる行政の担当課や、地
域の中でテーマを持って活動している住民団体等が選定プロセスに参加することが
重要であると考える。また、保存計画と整合性を取りながら、観光等の文化的景観
の利活用を含めた動態的保全の取組を継続的に行えるようにするために財源の補助
や指導員の提供、地域条件に合わせた活用方法のマニュアル化などの支援策を充実
させていくことが大切であると考える。 
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⑵重要文化的景観の選定が広域的な観光まちづくりの主体形成や価値共有に対して
果たす役割 
 広域の観光活動が持続しない原因は、地域間で共有する理念や目標がないこと（徳
山 2013）と言われる。 
四万十川流域では、NHK 特集で「最後の清流 四万十川」と放送されたことで始
まり、当時高知県知事であった橋本大二郎を中心として四万十川流域の総合的な環
境保全を主たる目的として、高知県や流域市町村、住民が協働する広域連携体制が
構築され、さらに四万十川流域の複数市町村で行う環境保全に関わる行政施策を一
元的に意思決定できる機関である「四万十川総合保全機構」が設立されたことは、
２章から明らかにした。この体制のもと、様々な取組を通して、流域の共通認識と
して四万十川の「自然環境の価値」に対する理解が形成されたと考えられる。この
ような状況を下地として、2006年より、重要文化的景観の選定を目指し、そのプロ
セスに文化財の専門家や教育委員会、地元住民団体という新たな主体が関わったこ
とで、流域市町村で共有できる理念の構築や、地域の文化・環境資源をひとつなが
りのストーリーとして組み立てる試み、市町村を超えた住民同士の交流等などが生
まれ、四万十川の「文化的価値」を地域間で共有する主体が形成されたと考えられ
る。その具体的な事例については４、５章で論じた通り、「四万十川流域文化的景観
連絡協議会」や「四万十川遺産ネットワークス」の取組などが挙げられる。 
さらに、広域で選定を目指したことによる特徴として、複数の市町村の行政職員
や住民が、保存調査や、シンポジウム等、同時期に地域の文化的価値を考える機会
が設けられたことで、まさに各地域の固有性や地域資源の価値を再認識し、地域間
で共有できる理念の構築に至ったといえよう。 
このような自治体をまたいで共有できる理念が構築されたことにより、５章で示
したように、選定に直接関わりのなかった住民や民間事業者、他県の景観保全団体
も「文化的景観の活用」という共通理念のもと、連携が始まっていた。また、「四万
十川財団」が重要文化的景観の選定前後から一貫して行政の会議への参加や、民間
の広域連携組織の一元的な事務局機能を果たすことで四万十川流域という広域にお
いてもぶれることのない共通理念の形成に貢献していると考えられる。 
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以上より、広域での重要文化的景観の選定が広域的な観光まちづくりに果たす役
割として、「地域間で共有できる理念の構築」や、「自治体区域を越えた広域地域の
魅力発見や、人的交流機会の創出」があると考えられる。 
 
 
 
 
6.3 広域自治体にまたがる自然・文化資源を有する地域が広域的な観光まちづくり
を進めていくための要件 
最後に本研究の成果から、重要文化的景観の選定のような、広域にひろがる文化・
環境資源の価値付け作業を基にした、広域的な観光まちづくりを推進する際に、他
の地域でも参照できる特に重要な要件として次の３点を挙げたい。 
 
(1) 行政側にとっては、価値付けされた地域資源の活用を行政施策に反映できるよ
う、一元的な意思決定や、具体的な作業を担うことができる、首長や企画系の課長
の集まりとしの広域連携組織の存在が重要であること。 
 
(2) 住民側にとっては、専門家との調査やシンポジウムの経験が、自分の地域や他
の地域の価値を理解し、伝えることの楽しさの目覚めにつながり、その後の活動の
大きなモチベーションを生んでいること。 
 
(3)行政と市民をつなぐ存在として、一般的にメンバーの入れ替わりの多い住民活動
において、選定前後から今日に至るまで、一貫して、一元化された事務局機能を果
たしている「四万十川財団」の存在が、文化的景観として表現された四万十川流域
の価値を広域地域に伝え普及し、活動を下支えしていることが大きいと考えた。 
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